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• 売上高は対前年0.1％増収の21,969億円、営業利益は対前年8.9％増益の
1,247億円と増収増益 

• 但し、注1のとおり、企業結合会計の適用によるのれん償却額の減少が218

億円あるため、実質116億円の減益 

• 経常利益は、持分法投資損益の改善もあり、対前年36.1％増の1,281億円。
企業結合会計の影響を除いても121億円の増益 

• 当期純損益はブラジルキリンの減損損失1,100億円を計上したことにより、
473億円の当期純損失 
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• 日本綜合飲料事業は、国内ビール類、清涼飲料の販売数量の増加により
3.3％増収 

• 海外綜合飲料事業は、通貨換算の為替影響、ライオンで△50億円、ブラジ
ルキリンで△326億円あり、全体で690億円の減収 

• 医薬・バイオケミカル事業は、国内外ともに堅調に推移し9.4％の増収 

 



6 

• 日本綜合飲料事業は、のれん償却額の減少19億円があったが、対前年１億
円の減益。但し、当初見通しは大きく上回って着地。 

• ライオンは、のれん償却額の減少が190億円あり、204億円の増益 

• ブラジルキリンは、199億円の減益 

• 医薬バイオケミカル事業は、増収により79億円の増益 
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• キリンビールは、ビール類の販売数量が0.1％増加したことで限界利益が31

億円増加、その他費用も46億円減少した一方、販売費の増加が117億円あ
り、38億円の減益。 

    但し、コスト抑制により予定の営業利益に対しては、37億円の増益。 

• キリンビバレッジは、販売費増179億円、容器構成差異等の悪化60億円を、
数量差異+205億円と原材料等コストダウン+41億円で吸収し、3億円の増益 
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• 酒類事業は、主に販売数量が1.8％減少したことなどにより現地通貨ベース
でA$8mの減益 

• 飲料事業は、再生計画(Turnaround Plan)が順調に進捗しA$25ｍの増益 

• 会社全体では、のれん等償却前営業利益A$18ｍ増益、年初計画も達成 

 



• 2014年度末の過度な値上げにより販売数量が16.2％減少したこと、レアル
安進行による原材料コストの増加等により粗利がR$△182m減少、また9月か
らの価格是正に伴う販売費増等による販管費の増加がR$360ｍあったこと等
により、現地通貨ベースでR＄541ｍ減益 
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• 国内医薬品は、主力商品「ネスプ」の販売が堅調に推移し、新薬「ジーラス
タ」も計画を上回って伸長。海外も堅調に推移し、増収増益。 

• 第2四半期決算見通しとの比較では、営業利益は、年末の製品導入等により
販売費が増加し、約32億円下回った 
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• 中計初年度の2016年度は、まず、のれん等償却前ROEを14％まで回復さ
せる 

• 平準化EPSは、中計3年間では年平均6％の成長を目指すが、2016年度は
協和発酵キリンの減益もあり、一旦115円とする 
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• キャッシュアロケーションは、営業CFとして約1,600億円を予定、1,000億円を
設備投資へ配分 

• 配当は、平準化EPSの30％以上という考え方に基づき安定配当を継続 

• 同時に財務柔軟性向上のため負債の返済を進める 
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前年との相違点 

• 日本綜合飲料の減価償却費の方法を定額法へ変更（影響は約80億円） 

• 前年比で為替レートの大幅な円高 

• ブラジルキリンののれん等償却額が減損により減少（約60億円） 

• ミャンマーブルワリーの新規連結 
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• 売上高は569億円減の21,400億円 

• 豪ドル安、レアル安による通貨換算の影響が合計で約710億円程度あるが、
ミャンマーブルワリーの売上高228億円も加わり、実質ベースで増収を計画 

 



16 

• ミャンマーブルワリーが新たに連結に加わり、56億円の寄与 

• 特殊要因として、日本綜合飲料事業での会計処理変更の影響が＋約80億
円、ブラジルキリン減損計上によるのれん等償却額減少が＋約60億円 

• 医薬バイオケミカルが薬価基準引下げ等により138億円の減益 

• 全体では微増、3億円増の1,250億円を予定 
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営業利益増減  

• 限界利益は、RTD販売増、品種構成差異のプラス効果等により21億円増 

• 原材料コストダウン19億円に加え、その他費用の減少41億円が加わり、対前
年80億円増の708億円 

• 2016年度は、2015年に引き続きシェアアップを図り、復活を本物にしていくと
同時に、酒税抜き営業利益率を15.1％から16.9％に改善し、収益性の改善
にも着実に取り組む 
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営業利益増減 

• 小型PET・缶への集中により全体の販売数量が減少することを受け、数量差
異は69億円減少 

• 目標管理を変更、徹底することにより容器・ミックスを改善し容器構成差異等
で+46億円。 

   原材料コストダウン+32億円、減価償却費減少+43億円を加え、数量差異の
マイナスをカバーし対前年55億円増の111億円を目指す 

• より収益性を重視した経営を行うことにより、営業利益率を1.5%から3.0%へと
着実に改善を図ると同時に、3大カテゴリーのうち無糖茶領域を新生「生茶」
で攻略を図る 
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• 2016年度もレアル安による原材料コストの増加が見込まれ利益を圧迫する
が、約R$200mのコスト削減により、R$25ｍの増益を目指す 
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• 新規連結により、のれん等償却前営業利益で88億円、のれん等償却後営業
利益で56億円を予定 

• プレミアムブランドの充実を図ることによりブランドポートフォリオの強化を図る 

• 売上高は、買収発表時は商業税込みで表示していたが、今後は税抜表示と
する 
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• 酒類事業は現地通貨ベースで売上高はほぼ横ばい。 

• 営業利益は市場活性化のための施策の展開、輸入取引が豪ドル安の影響
を受けることもありA$23mの減益を計画するが、営業利益率は26％の高利益
率を維持 

• 飲料は再生プランが着実に進展しA$31ｍの増益を計画。営業利益率もほぼ
4%まで改善 
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• 薬価基準引下げの影響に加え、海外開発品目の研究開発費の増加もあり、
138億円の減益を計画するが、着実に海外開発品目の進展を図る 
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